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１．はじめに 

土木学会では、2001 年に継続教育（CPD：Continuing Professional Development）制度を創設し、土木技

術者の能力・資質向上の一助となるよう運営を行っている。継続教育記録の証明が資格更新や入札の要件とし

て求められ、また人生 100 年時代における学び直し・リカレント教育などの観点からも、継続教育へのニーズ

が更なる高まりを見せている。本制度では、土木技術者の教育機会提供の観点から、土木学会自らが主催する

学習プログラムのほか学会以外が主催する学習プログラムを土木学会提供のプログラムと同等と認定するこ

とで教育機会の確保に努めている。本稿は、2017 年中に開催された認定プログラムの情報を集計して開催傾

向を明らかにすることで、今後の継続教育のための学習機会提供の改善に資することを目的とする。 

２．土木学会認定 CPDプログラムとは 

土木学会認定 CPDプログラム（以下、認定プログラムと称す）は、①土木学会（支部を含む）が主催する講

習会等、②建設系 CPD協議会構成学協会が主催または認定するプログラム、③主催者の申請に基づき、所定の

基準で審査を行い認定したプログラム、の３種類がある。本稿は 2017 年中に開催された①および③のプログ

ラム、計 1322件の傾向を集計したものである。 

３．認定プログラムの地域的偏在 

昨年の集計に引き続き、学会支部ブロック単位および都道府県別の開催件数を集計した。その傾向に大きな

変化はない。件数では全体の 4 割を東京都・大阪府での開催が占めている一方、年間の開催件数が 10 件未満

であるのは 24 県に達する。開催件数の上位 10 都道府県で全体の 75％、上位 20 都道府県で 90％となってい

る。順位の変動はあるが、件数上位 10 都道府県の顔

ぶれに変化はない。 
地方に在住する学会員の方からの、認定プログラム

が大都市に集中し、地方で認定プログラムの受講機会

が非常に少ないという指摘の解消はできていない状況

にある。 

 
図表 1 2017 年中に開催された認定プログラムの都道府県別件数と対前年比較 

４．認定プログラムの教育分野 

主催者の申請内容に基づいたプログラムの教育分野別の認定件数を示す。専門技術分野は年次学術講演会の

講演部門に準じている。なお教育分野は３種類選択して申請することが可能となっている。 

専門技術分野における複数分野の合計では、L：第Ⅵ部門（建設マネジメント等）の件数が最も多く、K：第
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Ⅴ部門（材料、コンクリート等）が続き、M:第Ⅶ部門（環境・廃棄物）でのプログラムが少ない。第一選択の

分野のみで見ると G：第Ⅰ部門（応用力学、構造等）、K：第Ⅴ部門、L：第Ⅵ部門の順となる。これに続くの

は H：第Ⅱ部門（水工学等）で、この G/H/K/Lの４分野で全体の 6割を占めている。 

専門技術分野以外での複数分野の合計を見ると、O：総合管理分野、N：周辺技術分野に一定の件数はあるが、

第一選択分野のみで見るとこの二分野での選択は少なく、他の分野との組み合わせとして開催されている。共

通基礎分野では、D：社会経済動向の件数は比較的多いもののその他のプログラム件数は少ない。 

開催年次 教育分野指定 前年
2017 年 第一 第二 第三 順位

倫理 A 35 3% 12位 0 0% 14位 0 0% 11位 35 1% 14位 14位

一般科学 B 26 2% 13位 0 0% 14位 0 0% 11位 26 1% 15位 15位

環境 C 58 4% 8位 2 0% 13位 0 0% 11位 60 2% 11位 11位

社会経済動向 D 116 9% 5位 16 2% 10位 0 0% 11位 132 5% 8位 10位

法令等関連制度 E 42 3% 9位 16 2% 10位 1 0% 10位 59 2% 12位 12位

その他 F 40 3% 11位 11 1% 12位 0 0% 11位 51 2% 13位 13位

第Ⅰ部門 G 225 17% 1位 29 3% 9位 2 0% 9位 256 9% 3位 3位

第Ⅱ部門 H 136 10% 4位 96 11% 3位 3 1% 8位 235 9% 4位 4位

第Ⅲ部門 I 80 6% 7位 93 10% 4位 22 4% 7位 195 7% 7位 7位

第Ⅳ部門 J 98 7% 6位 85 10% 5位 45 9% 4位 228 8% 6位 4位

第Ⅴ部門 K 211 16% 2位 134 15% 2位 37 7% 6位 382 14% 2位 2位

第Ⅵ部門 L 181 14% 3位 256 29% 1位 156 30% 2位 593 22% 1位 1位

第Ⅶ部門 M 11 1% 15位 52 6% 6位 52 10% 3位 115 4% 10位 8位

N 41 3% 10位 46 5% 8位 43 8% 5位 130 5% 9位 9位

O 22 2% 14位 52 6% 6位 158 30% 1位 232 9% 5位 6位

1322 100% 888 100% 519 100% 2729 100%
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図表 2 2017 年中に開催された認定プログラムの教育分野別件数 

５．2017 年度の継続教育実施委員会の活動 

2017 年度の継続教育実施委員会では、継続教育の受講機会確保のため、e-ラーニング事業の展開に向けた

諸活動を重点として行った。具体的には e-ラーニング実施に向けた検討のための「e-ラーニング運営小委員

会」の設置並びに試行事業の実施、2017 年土木学会全国大会での研究討論会「継続教育における e-ラーニン

グの展開」の開催、JMOOC（日本オープンオンライン推進協議会）で提供される講座の一部を認定 e-ラーニン

グとする運用の開始などを行った。JMOOC 講座の認定については閉講した講座も含め 2017年 3月時点で 30講

座を CPD対象としている。また運用・活用実態を踏まえた継続教育制度の見直しに向けて「継続教育制度小委

員会」を設置し、検討を進めている。 

6．今後にむけて  

2018 年度の継続教育実施委員会は、e-ラーニングの本運用に向けた検討を引き続き進めるとともに、継続

教育制度そのものについても、継続教育は技術者の能力・資質向上のための「学び」であるという原点に立ち

返り、継続教育の質の向上や継続教育記録の活用のあり方について更なる検討を進め、技術者の学びの実態に

寄り添った継続教育制度の運用改善のほか、教育形態を 1～2年のうちに大きく見直すことを予定している。 

人口減少時代において、社会の様々な分野において人材不足が指摘され、人材の獲得競争が激しくなってい

る。そのため各分野で人材確保・育成のための取り組みが進んでおり、土木の分野においても建設技能者

（Technician）については国土交通省を中心に、官民の連携で担い手の確保・育成のための「建設キャリアア

ップシステム」が構築され、この秋より運用が開始されることになっている。また他産業分野の技術者

（Engineer）育成・確保については経済産業省・総務省などの研究会でも議論が活発に行われている。 

土木技術者の確保・育成をどのようにしていくか、官民そして人材を輩出する学も含め検討していかなけれ

ばならないと考えている。 
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